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 急激な産業構造の転換に対応するため、ＩＴ・データ等の分野に重点化した「人材育成の
抜本的強化」が鍵。

 働きながら第4次産業革命を見据えた能力・スキルを獲得できる職業訓練の充実が必要。

 10年間で３回、最大168万円の受給を可能に

 初回に使い残した分についても、2回目以降に支給可能に（これまでの制度では10年に1回のみ）

 産業界ニーズの高い分野について、経済産業大臣が認定した講座も対象とし、指定基準を緩和

• 民間事業者による講座もＯＫ
• 資格とヒモ付かない講座もOK
• 120時間以下の授業時間の講座もOK

（技術変化に応じて3年ごとにスキルアップする学び直しに対応）

第四次産業革命スキル習得講座認定制度について

背景

通称、キャッチフレーズ、ロゴ

雇用保険特会における「専門実践型教育訓練給付」の更なる拡充

Connected Industries 人材 ～未来へつなぐ

第四次産業革命スキル習得講座（Reスキル講座）
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 民間事業者が、社会人向けに提供するＩＴ・データ分野を中心とした専門性・実践性の高い
教育訓練講座について、経済産業大臣が認定する「第4次産業革命スキル習得講座認定制
度」を2017年度に創設（初回認定講座は平成30年４月から開講）。

 経済産業大臣が認定した教育訓練講座のうち、厚生労働省が定める一定の要件を満たすも
のは、「専門実践教育訓練給付」の対象となる。

＜認定対象分野＞※ いずれもＩＴＳＳレベル４相当以上を目指す

①ＩＴ分野
⇒ ＡＩ、ＩｏＴ、クラウド、データサイエンス 等 【将来成長が見込める新技術・システムの習得】
（デザイン思考、アジャイル開発等の新たな開発手法を含む）

⇒ 高度なセキュリティ 等 【必須スキルの習得】

② IT利活用分野（今後、拡大の予定）
⇒ 自動車分野のモデルベース開発 等 【(製造業向け等の)ITによる高度化対応】

制度概要

■講座の要件
 育成する職業、能力・スキル、訓練の内容を公表
 必要な実務知識、技術、技能を公表
 実習、実技、演習又は発表などが含まれる実践
的な講座がカリキュラムの半分以上

 審査、試験等により訓練の成果を評価
 社会人が受けやすい工夫（e-ラーニング等）
 事後評価の仕組みを構築 等

■実施機関の要件
 継続的・安定的に遂行できること（講座の実績・
財務状況等）

 組織体制や設備、講師等を有すること
 欠格要件等に該当しないこと 等

■認定の期間

 適用の日から３年間

※ ＩＰＡ等からの専門的な助言を踏まえ、外部専門家による審査を経て認定を行う 2



第四次産業革命スキル取得講座認定制度 創設の経緯
平成２８年
１１月 厚労省との間で経産大臣認定による専門実践訓練給付拡充の方向性について合意
平成２９年

４月２５日 第四次産業革命スキル習得講座認定制度に関する検討会（第１回）

５月１７日 検討会（第２回）
６月 ９日 「未来投資戦略2017」 本年度中の創設を明記
６月１５日 検討会（第３回） とりまとめ
７月３１日 第四次産業革命スキル習得講座認定に関する告示 制定
９月１５日 申請受付（10月末まで）

１１月 技術審査 ＩＴ分野：ＩＰＡ
ＩＴ利活用分野（自動車）：ＩＰＡ、ＪＭＡＡＢ

１２月１４日 第四次産業革命スキル習得講座認定審査委員会（1６事業者2３講座を認定）

※ 今後は、半年に１度の頻度で申請・認定を行うとともに、分野の拡大について検討
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